
留萌市まちなか居住応援助成金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、若年夫婦・子育て世帯等の移住及び定住促進並びに空き家問

題の解消を目指すとともに、人口減少の抑制及び地域経済の活性化を図るため、

市内建設業者に発注して行う住宅の新築、改築又は中古住宅の購入に要した費用

に対して、予算の範囲内で留萌市まちなか居住応援助成金（以下「助成金」とい

う。）を交付することについて、留萌市補助金等交付規則（平成１５年留萌市規

則第１号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると 

ころによる。 

⑴ 個人住宅 居住の用に供する目的の住宅をいう。 

⑵ 併用住宅 店舗、事務所等の業務に使用する部分と居住の用に供する部分を

併せ持つ住宅をいう。 

⑶ 新築住宅 市内に存する個人住宅又は併用住宅で、建設工事が完了してから

１年以内で、かつ、人の居住の用に供したことがなく、令和８年４月１日以降

に所有権保存登記又は所有権移転登記をしたものをいう。 

⑷ 中古住宅 市内に存する個人住宅又は併用住宅で、建設工事が完了してから

１年を超えているもの又は既に人の居住の用に供したことがあるもので、令和

８年４月１日以降に所有権移転登記をしたものをいう。 

⑸ 改築 同一敷地内の住宅を解体して、新たに住宅を建築するものをいう。 

⑹ 市内建設業者 市内に本社若しくは本店を有する法人又は市内で事業を営む

個人であって、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第３項に規定す

る建設業者で、かつ、次条の規定による資格登録をしている者をいう。 

⑺ 市内解体業者 市内に本社若しくは本店を有する法人又は市内で事業を営む

個人であって、建設業法第２条第３項に規定する解体業者又は建設工事に係る

資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）第２１条第１項

に規定する解体業者で、かつ、次条の規定による資格登録をしているものをい

う。 

⑻ 市内宅地建物取引業者 市内に本社若しくは本店を有する法人又は市内で事

業を営む個人であって、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第３

条第１項の免許を受け、かつ、次条の規定による資格登録をしている者をいう。 

⑼ 定住 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき本市の住民基本



台帳に記載され、かつ、本市を生活の拠点として将来にわたって継続して居住

することをいう。 

⑽ 若年夫婦世帯 申請日時点において夫婦のいずれかが３９歳以下の者である

世帯をいう。 

⑾ 子育て世帯 申請日時点において中学生以下の子どもを扶養し、同居してい

る世帯をいう。 

（市内建設業者等の登録）  

第３条 資格登録をしようとする者は、あらかじめ、事業資格登録申込書（別記様

式第１号。以下「申込書」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申込書には、当該申込みをするまでに納期を迎える全ての市税について

完納していることを証明する納税証明書を添付しなければならない。ただし、留

萌市競争入札参加資格を有する者の登録は、この限りでない。 

３ 留萌市あんしん住宅改修支援助成金交付要綱、留萌市住宅省エネ改修等促進助

成金交付要綱又は留萌市空き家対策総合支援助成金交付要綱（以下「要綱」とい

う。）の規定に基づいて行われた登録については、他の要綱の規定にかかわらず、

共通の様式による登録をもって、この要綱の規定による登録があったものとみな

す。 

（助成対象者） 

第４条 助成金の交付を受けることができる者（以下「助成対象者」という。）は、

助成の対象となる住宅の所有者（共有の場合は、共有者のうち１人を助成対象

者とする。）であり、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。 

⑴ 定住を目的として、主たる生活の拠点となる住宅を市内に取得する個人であ

ること。 

⑵ 市内に住所を有する者又は当該年度までに市内に転入する者（以下「転入予

定者」という。）であること。ただし、転入予定者の住民登録については、第

１４条に規定する完了の届出時までに市内に住所を有することで足りるものと

する。 

⑶ 当該住宅に居住し、当該居住の日から起算して５年以上継続して居住する意

思を有すること。 

⑷ 助成対象者及びその同一世帯に属する者全員に市税等の滞納がないこと。 

⑸ 助成対象者が、この要綱による助成金の交付を受けたことがないこと。 

⑹ 助成対象者及びその同一世帯に属する者全員が、暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力



団若しくは同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は

暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、留萌市あんしん住宅改修支援助成金交付要綱によ

る耐震改修工事の規定により同一年度に助成金の交付を受けるときは、この要

綱による助成対象者としない。また、留萌市まちなか居住応援助成金交付要綱

によるリフォーム工事、留萌市空き家対策総合支援助成金交付要綱におけるリ

ノベーション工事、留萌市住宅省エネ改修等促進助成金交付要綱における断熱

改修の規定により同一年度に助成金の交付を受けるときは、いずれか一つとす

る。 

（助成対象住宅） 

第５条 新築住宅の購入に係る助成金の交付対象となる住宅（以下「助成対象新築

住宅」という。）は、次のいずれにも該当するものとする。 

⑴  助成対象者が所有する個人住宅又は併用住宅 

⑵  市内建設業者が施工した新築住宅で、改築においては、市内解体業者が解体

したもの 

⑶  居住の用に供する部分の床面積が、５０平方メートル以上の住宅 

⑷  転入予定者が所有する個人住宅又は併用住宅 

２ 中古住宅の購入に係る助成金の交付対象となる住宅（以下「助成対象中古住

宅」という。）は、次のいずれにも該当するものとする。 

⑴  助成対象者が所有する土地付きの個人住宅又は併用住宅 

⑵  建築基準関係規定に適合しているもの 

⑶  市内宅地建物取引業者が仲介又は売主となる住宅 

⑷  助成対象者の３親等以内の親族以外の者が所有していた住宅 

⑸  居住の用に供する部分の床面積が、５０平方メートル以上の住宅 

⑹  昭和５６年５月３１日以前に着工された住宅である場合は、建築物の耐震

改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）第２条第１項の規定による

耐震診断の結果、同条第２項の規定による耐震改修を要しないと認められた

ものを除き、当該耐震診断により必要とされた耐震改修工事が実施されてい

ること。 

⑺  転入予定者が所有する土地付きの個人住宅又は併用住宅 

(助成対象工事等) 

第６条 助成の対象となる新築及び改築工事は、当該年度の初日以降に着工し、当

該年度の末日までに完了する工事とする。中古住宅の購入については、当該年度



内に購入したものとする。ただし、災害やその他やむを得ない事由により、年度

内の完成が困難であると市長が特に認めたときは、その限りではない。 

（助成対象費用） 

第７条 助成対象新築住宅の助成対象となる費用は、住宅の新築又は購入に要した

費用（併用住宅については、居住の用に供する部分に要する費用に限る。）の

額（消費税及び地方消費税相当額を除く。）が１，０００万円以上のものとし、

改築においては、解体に要した費用の額が２００万円以上のものとする。ただ

し、次に掲げる費用は、助成の対象としない。 

⑴ 土地購入に要した費用 

⑵ 外構工事に要した費用 

⑶ 仮住居等に要する費用 

⑷ その他市長が定めるもの 

２ 助成対象中古住宅の助成対象となる費用は、個人住宅及び併用住宅の購入に要

した費用（併用住宅については、居住の用に供する部分に要する費用に限る。）

の額が５００万円以上のものとする。ただし、次に掲げる費用は、助成の対象と

しない。 

⑴ 助成対象中古住宅が建築された土地以外の土地購入に要した費用 

⑵ 外構工事に要した費用 

⑶ 仮住居等に要する費用 

⑷ その他市長が定めるもの 

３ 併用住宅の場合の助成対象金額は、原則として居住の用に供する部分の床面積

を建築物全体の床面積の合計で除して得た数に当該工事の金額を乗じて得た金額

とする。 

（助成金の額） 

第８条 助成対象新築住宅の助成金の基本額は、２５０万円とする。 

２ 改築においては、前項の金額に１００万円を加算するものとする。 

３ 助成対象中古住宅の助成金の基本額は、個人住宅及び併用住宅の購入に要した

費用（併用住宅については、居住の用に供する部分に要する費用に限る。）の額

に０.１を乗じて得た額（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨

てる。）とし、１００万円を限度とする。 

４ 助成対象者が属する世帯が若年夫婦世帯の場合は、第１項又は前項の額に２０

万円を加算するものとする。 

５ 助成対象者が属する世帯が子育て世帯の場合は、第１項又は第３項の額に、そ



の世帯に属する中学生以下の子ども１人につき２０万円を加算するものとする。 

（助成金の交付申請） 

第９条 助成対象新築住宅の助成金の交付を受けようとする者（以下「新築住宅申

請者」という。）は、助成対象工事着工前に、留萌市まちなか居住応援助成金交

付申請書（別記様式第２号。以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添え

て市長に提出しなければならない。 

⑴  新築住宅申請者及びその同一世帯に属する全員の市税等の滞納状況を調査す

ることについての同意書（別記様式第３号） 

⑵  建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定による確認

済証の写し（都市計画区域外においては、建築基準法第１５条第１項の規定

による建築工事届の写し） 

⑶  助成対象工事の見積書の写し 

⑷  契約書の写し 

⑸  助成対象住宅の図面、位置図 

⑹  着工前の写真 

⑺  世帯全員分の住民票 

⑻  新築住宅申請者が、申請書等の提出を市内建設業者に委任する場合は、委任

状(別記様式第４号) 

⑼  新築住宅申請者が、転入予定者の場合は、転入予定確約書(別記様式第５号) 

⑽  その他市長が必要と認める書類 

２ 助成対象中古住宅の助成金の交付を受けようとする者（以下「中古住宅申請

者」という。）は、申請書に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければなら

ない。 

⑴  中古住宅申請者及び世帯全員の住民票記載事項、住宅の所在・所有に関する

事項及び市税等の滞納状況を調査することについての同意書（別記様式第３

号） 

⑵  助成対象住宅に係る土地及び家屋の登記事項証明書の写し 

⑶  契約書の写し 

⑷  助成対象住宅に係る代金の支払が完了したことを証明するもの 

⑸  助成対象住宅の図面、位置図及び写真 

⑹  世帯全員分の住民票 

⑺  中古住宅申請者が、申請書等の提出を市内宅地建物取引業者に委任する場合

は、委任状(別記様式第４号) 



⑻  中古住宅申請者が、転入予定者の場合は、転入予定確約書(別記様式第５号) 

⑼  その他市長が必要と認める書類 

（助成金の交付決定及び通知） 

第10条 市長は、申請書等の提出があったときは、その内容を審査し、助成金交付

の可否について、留萌市まちなか居住応援助成金交付決定通知書（別記様式第６

号）又は留萌市まちなか居住応援助成金不交付決定通知書（別記様式第７号）に

より新築住宅申請者又は中古住宅申請者に通知するものとする。 

(助成金の変更申請) 

第11条 前条の規定により、助成対象新築住宅助成金を受けることとなった者(以

下「受給者」という。)は、工事費及び工事内容に変更が生じたときは、速やか

に留萌市まちなか居住応援助成金変更申請書(様式第８号)を、市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の規定により助成対象事項の変更を承認したときは、留萌市まち

なか居住応援助成金交付変更承認通知書(別記様式第９号)により、承認しないと

きは、留萌市まちなか居住応援助成金交付変更不承認通知書(別記様式第１０号)

により受給者に通知するものとする。 

 （中止等の届出） 

第12条 受給者は、決定を受けた工事を中止又は廃止しようとするときは、留萌市

まちなか居住応援助成事業中止・廃止承認申請書（別記様式第１１号）を市長に

提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請を承認したときは、留萌市まちなか居住応援助成事業中

止・廃止承認通知書（別記様式第１２号）により通知するものとする。 

 （着手の届出） 

第13条 受給者は、住宅の新築工事又は改築工事に着手したときは、留萌市まちな

か居住応援助成事業着手届（別記様式第１３号）により、市長に届け出なければ

ならない。 

（完了の届出） 

第14条 受給者は、住宅の新築工事又は改築工事が完了したときは、留萌市まちな

か居住応援助成事業完了届（別記様式第１４号）に次に掲げる書類を添えて、市

長に届け出なければならない。 

 ⑴ 当該助成対象工事に係る代金の支払が完了したことを証明するもの 

⑵ 助成対象新築住宅の登記事項証明書の写し 

⑶ 建築基準法第７条第５項の規定による完了検査済証の写し(都市計画区域外



においては、完成時の写真) 

⑷ 完成時の写真 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

（助成金の額の確定及び通知） 

第15条 市長は、申請者から前条の届出があった場合は、速やかに当該事業の完了

検査を実施し、当該報告書に係る交付決定の内容及びこれに付した条件に適合す

ると認めたときは、助成金の額を確定し、留萌市まちなか居住応援助成金交付確

定通知書（別記様式第１５号）により、申請者に通知するものとする。 

（助成金の請求及び交付） 

第16条 前条の規定により助成金交付の決定を受けた者又は第１０条の規定により

中古住宅の助成金交付の決定を受けた者（以下「決定者」という。）は、市長に

対し、留萌市まちなか居住応援助成金請求書（別記様式第１６号）により助成金

の請求をするものとする。 

２ 市長は、前項の請求があった場合、速やかに助成金を交付するものとする。

（交付決定の取消し） 

第17条 市長は、決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の

決定を取り消すことができる。  

⑴  偽りその他不正な手段により助成金の交付の決定を受けたとき。  

⑵  関係法令又はこの要綱に違反したとき。 

⑶  助成金の交付を受けた日から５年を経過する前に、助成対象住宅を取り壊

し、貸与し、又は売却したとき。 

⑷  その他市長が助成金の決定を取り消すべき理由があると認めるとき。 

２ 前項の規定により、交付決定を取り消したときは、留萌市まちなか居住応援

助成金交付決定取消通知書（別記様式第１７号）により通知するものとする。 

（助成金の返還命令） 

第18条 市長は、前条第１項の規定により助成金交付の決定を取り消された場合に

おいて既に助成金が交付されているときは、留萌市まちなか居住応援助成金返還

命令通知書（別記様式第１８号）により、市長が定める期限までに当該交付の決

定を取り消された額の助成金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（助成金の返還免除）  

第19条 市長は、前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当すると認め

るときは、助成金の返還の全部又は一部を免除することができる。  

⑴ 決定者が死亡したとき。  



⑵ 居住の日から起算して５年を経過する前に、災害、疾病その他やむを得ない

事由により助成対象住宅に居住することができなくなったとき。  

⑶ その他市長が特別な理由があると認めるとき。 

（書類の保管） 

第20条 市長は、助成金の関係書類を整理し、交付を受けた日の属する年度の翌年

度の４月１日から起算して５年間保管しなければならない。 

（その他） 

第21条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、令和８年６月１６日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 

２ この要綱は、令和１１年３月３１日限り、その効力を失う。 



別記様式第１号（第３条関係） 

 

事業資格登録申込書 

 

 

                         年  月  日  

 

 

 留萌市長         様 

 

 

 留萌市まちなか居住応援助成金交付要綱第３条の規定により市内建設業者等の資

格登録をしたいため、一切の不正を行わないことを確約し、申込みをします。 

 

 

             商号又は名称 

代表者の氏名            ㊞ 

所在地 

             電話番号 

             メールアドレス 

 

 

 

 

 

施工可能な工事 

（該当工事に○を付け

てください。） 

１．建築一式工事 ２．屋根工事 ３．電気工事  

４．管工事   ５．塗装工事  ６．内装工事   

７．建具工事  ８．解体工事   ９．中古住宅の仲介・販売  

１０．その他（                ） 

 

 (注)１  留萌市税の納税証明書を添付すること。ただし、留萌市建設工事入札参

加資格登録をしているものは除く。 

   ２ 印鑑は会社印ではなく、代表者印を使用すること。 



別記様式第２号（第９条関係） 

留萌市まちなか居住応援助成金交付申請書 

                         年  月  日  

 留萌市長         様 

                 申請者住所  

                 氏
ふり

   名
がな

             ㊞ 

                 電 話 番 号 

 留萌市まちなか居住応援助成金交付要綱第９条の規定により次のとおり助成金の

交付を受けたいので、一切の不正を行わないことを確約し、関係書類を添えて申請

します。 

記 

１ 申請住所     留萌市 

２ 用途       ☐一戸建ての住宅  ☐併用住宅 

３ 面積       居住の用に供する部分       ㎡ 

４ 事業資格登録業者  

５ 事業内容     ☐新築  ☐改築  ☐中古住宅購入 

６ 工事（購入）費用                  円 

７ 事業予定期間   【着手】      年  月  日 

           【完了】      年  月  日 

□ 助成対象者及びその同一世帯に属する全員が、暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以

下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と

密接な関係を有する者ではありません。 

□ 助成対象者の３親等内の親族が所有していた中古住宅ではありません。 

 (注)１ 交付対象者の住民票記載事項、住宅の所在・所有に関する事項、及び第４条第１項第

４号に掲げるものを調査することについての同意書（別記様式第３号）を添付すること。 

   ２ 改築の場合の登録事業者名は、解体業者名も記載すること。 

   ３ 中古住宅購入の場合は、７事業予定期間の記載は不要。 

   ４ 工事（購入）費用は、消費税等を除いた金額を記載すること。 

   ５ 事業資格登録業者に提出を委任する場合は、委任状（別記様式第４号）を添付するこ

と。 

   ※転入を予定している者は、1に代えて転入予定確約書（別記様式第５号）を添付すること。 

※市役所使用欄（こちらは記載しないでください） 

受 付 日     年  月  日 受付番号 第     号 

事前検査     年  月  日 検査員           印 

 



別記様式第３号（第９条関係） 

 

同  意  書 

 

 

私は、留萌市まちなか居住応援助成金交付申請に当たって、下記の事項に関し、

調査することに同意します。 

 

記 

 

１ 住宅の所在及び所有に関する事項 

２ 市税の滞納に関する事項 

３ 介護保険料の滞納に関する事項 

４ 後期高齢者医療制度の保険料の滞納に関する事項 

５ 上水道使用料の滞納に関する事項 

６ 下水道使用料の滞納に関する事項 

７ 下水道受益者負担金の滞納に関する事項 

８ 市有地使用料（転貸地含む。）の滞納に関する事項 

 

 

 

 

  年  月  日 

 

 

 留萌市長         様 

 

 

                  申請者住所  

                     氏名           ㊞ 

 



別記様式第４号（第９条関係） 

 

委 任 状 

 

 

私は、下記の事業資格登録業者に、留萌市まちなか居住応援助成金交付申請に関

する手続を委任します。 

 

記 

 

●事業資格登録業者 

商号又は名称 

 

代表者の氏名            ㊞ 

 

 

 

 

  年  月  日 

 

 

 留萌市長         様 

 

 

                  申請者住所  

                     氏名           ㊞ 

 



別記様式第５号（第９条関係） 

 

転入予定確約書 

 

 

私は、留萌市まちなか居住応援助成金交付申請書を提出した後、当該年度内に留

萌市に転入し、転入後、この助成を受けて工事（購入）をする住宅に速やかに居住

します。 

 

記 

 

転入予定先住所： 

 

転入予定年月日： 

 

  年  月  日 

 

 

 留萌市長         様 

 

 

                  申請者住所  

                     氏名           ㊞ 

 



別記様式第６号（第１０条関係） 

 

留萌市まちなか居住応援助成金交付決定通知書 

 

   留萌市指令 第  号  

   年  月  日  

            様 

 

留萌市長         ㊞ 

 

   年  月  日付けで申請のあった助成金については、留萌市まちなか居住

応援助成交付要綱第１０条の規定により助成金の交付を決定しましたので、通知し

ます。 

記 

１ 住宅の所在地   留萌市 

２ 住宅の所有者   住 所 

           氏 名 

３ 事業資格登録業者  

４ 事業の内容     

５ 工事（購入）費用              円 

６ 交付対象経費               円 

７ 助成金交付決定額             円 

８ 条件等 

 (注)１ 次のいずれかに該当した場合、助成金の交付の決定が取消しとなる場合があります。 

    ① 助成金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

    ② 偽りその他不正の手段により助成金の交付の決定又は助成金の交付を受けたとき。 

    ③ 関係法令又はこの要綱に違反したとき。 

    ④ その他市長が助成金の決定を取り消すべき理由があると認めるとき。 

   ２ 助成事業を変更又は中止若しくは廃止しようとするときは、速やかに市長に承認の申請

をしなければならない。 

   ３ 助成事業に着手したとき及び助成事業が完了したときは、速やかに市長に届け出なけれ

ばならない。 

   ４ 中古購入の助成金の交付を受けようとする者は、速やかに留萌市まちなか居住応援助成

金請求書（別記様式第１６号）を提出すること。 

   ５ 本交付決定の効力は、令和8年4月1日から生じるものとする。 



別記様式第７号（第１０条関係） 

 

留萌市まちなか居住応援助成金不交付通知書 

 

留萌市指令 第 号 

年  月  日 

 

             様 

 

                      留萌市長         ㊞ 

 

   年  月  日付けで申請のあった助成事業については、留萌市まちなか居

住応援助成金交付要綱第１０条の規定により不交付とすることに決定しましたので、

通知します。 

 

記 

 

不交付の理由 

 



別記様式第８号（第１１条関係） 

 

留萌市まちなか居住応援助成金変更申請書 

 

                         年  月  日  

 留萌市長         様 

 

                  申請者 住所 

                      氏名 

 

   年  月  日留萌市指令 第 号をもって助成金の交付決定を受けた内容

について、留萌市まちなか居住応援助成金交付要綱第１１条第１項の規定により変

更したいので、申請します。 

 

記 

 

変更内容及び変更理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※市役所使用欄（こちらは記載しないでください） 

受 付 日     年  月  日 受付番号 第     号 

事前検査     年  月  日 検査員           印 

 



別記様式第９号（第１１条関係） 

 

留萌市まちなか居住応援助成金交付変更承認通知書 

 

留萌市指令 第  号 

年  月  日 

 

             様 

 

                    留萌市長         ㊞ 

 

   年  月  日付けで申請のあった助成事業の変更については、留萌市まち

なか居住応援助成金交付要綱第１１条第２項の規定により承認とすることに決定し

ましたので、通知します。 

なお、変更を承認した助成事業の内容は、次のとおりです。 

 

記 

 

１ 変更後の事業資格登録業者 

 

２ 変更後の事業内容 

 

３ 変更後の工事（購入）費用                円 

 

４ 変更後の交付対象経費                  円 

 

５ 変更後の助成金交付決定額                円 

 

６ 変更後の事業予定期間     【着手】    年  月  日 

                 【完了】    年  月  日 

 



別記様式第１０号（第１１条関係） 

 

留萌市まちなか居住応援助成金交付変更不承認通知書 

 

留萌市指令 第  号 

年  月  日 

 

             様 

 

                    留萌市長         ㊞ 

 

   年  月  日付けで申請のあった助成事業の変更については、留萌市まち

なか居住応援助成金交付要綱第１１条第２項の規定により不承認とすることに決定

しましたので、通知します。 

 

記 

 

不承認の理由 

 



別記様式第１１号（第１２条関係） 

 

留萌市まちなか居住応援助成金中止・廃止承認申請書 

                          

                        年  月  日 

  留萌市長       様 

 

                    申請者 住所 

                        氏名 

 

   年  月  日留萌市指令 第 号をもって助成金の交付決定を受けた内容

について、留萌市まちなか居住応援助成金交付要綱第１２条第１項の規定によりそ

の事業を中止・廃止したいので、申請します。 

 

記 

 

中止・廃止の理由 

 

 



別記様式第１２号（第１２条関係） 

 

留萌市まちなか居住応援助成金中止・廃止承認通知書 

 

                      留萌市指令 第 号 

                         年  月  日 

 

              様 

 

                      留萌市長         ㊞ 

 

   年  月  日付けで申請のあった助成事業の中止・廃止については、留萌

市まちなか居住応援助成金交付要綱第１２条第２項の規定により承認することに決

定しましたので、通知します。 

 



別記様式第１３号（第１３条関係） 

 

留萌市まちなか居住応援助成事業着手届 

 

                         年  月  日  

 

 留萌市長       様 

 

                     申請者 住所           

                         氏名           

 

   年  月  日付け留萌市指令 第 号をもって助成金の交付の決定を受け

た内容について、留萌市まちなか居住応援助成金交付要綱第１３条の規定により着

手したので、届け出します。 

 

記 

 

１ 事業資格登録業者 

 

２ 工事の着手年月日          年  月  日 

 

３ 工事の完了予定年月日        年  月  日 

 



別記様式第１４号（第１４条関係） 

 

留萌市まちなか居住応援助成事業完了届 

 

                         年  月  日  

 

 留萌市長       様 

 

                  申請者 住所            

                      氏名            

 

   年  月  日付け留萌市指令 第 号をもって助成金の交付の決定を受け

た内容について、留萌市まちなか居住応援助成金交付要綱第１４条の規定により完

了したので、届け出します。 

 

記 

 

１ 交付決定年月日 

 

２ 交付番号    

 

３ 改修工事の着手年月日        年  月  日 

 

４ 改修工事の完了年月日        年  月  日 

 

 (注)１ 工事の施工中及び施工後のそれぞれの状況を撮影した写真を添付すること。 

   ２ 代金の支払いが完了したことを証明するものを添付すること。 

   ３ その他市長が必要と認める書類を添付すること。 

 

※市役所使用欄（こちらは記載しないでください） 

受 付 日     年  月  日 受付番号 第     号 

完了検査     年  月  日 検査員           印 



別記様式第１５号（第１５条関係） 

 

留萌市まちなか居住応援助成金確定通知書 

 

                        留萌市指令 第 号 

                         年  月  日  

 

            様 

 

                    留萌市長         ㊞ 

 

   年  月  日提出のあった留萌市まちなか居住応援助成事業完了届に基づ

き検査を行った結果、留萌市まちなか居住応援助成金交付要綱第１５条の規定によ

り助成金の額を確定しましたので、通知します。 

 

記 

 

１ 助成金交付確定額                 円 

 

 

２ 助成金交付時期           年  月  日 頃 

 



別記様式第１６号（第１６条関係） 

 

留萌市まちなか居住応援助成金請求書 

 

                         年  月  日  

 

 留萌市長       様 

 

                  申請者 住所            

                      氏名          ㊞ 

 

   年  月  日留萌市指令 第 号をもって助成金の交付決定（確定）通知

を受けた助成事業に係る助成金について、請求します。 

 

記 

 

１ 助 成 金 額                     円 

 

２ 振込先銀行等の名称 

振込先金融機関 

金融機関名      銀行・金庫 

本・支店名         支店 

預金種別 普通預金 ・ 当座預金 

口座番号  

口座名義 

（漢 字） 
 

口座名義 

（カタカナ） 

          

          

          

 

 



別記様式第１７号（第１７条関係） 

 

留萌市まちなか居住応援助成金交付決定取消通知書 

 

 留萌市指令 第 号  

                         年  月  日  

 

            様 

 

                    留萌市長         ㊞ 

 

   年  月  日留萌市指令 第 号をもって助成金の交付を決定した（額の

確定をした）助成事業について、留萌市まちなか居住応援助成金交付要綱第１７条

第１項の規定により当該決定の全部又は一部を取り消したので、通知します。 

 

記 

 

１ 助成金交付金（確定）額              円 

 

２ 全部又は一部取消し後の助成金交付（確定）額 

                           円 

 

３ 取消しの理由 

 



別記様式第１８号（第１８条関係） 

 

留萌市まちなか居住応援助成金返還命令通知書 

 

                        留萌市指令 第 号 

                         年  月  日 

 

             様 

 

                    留萌市長         ㊞ 

 

   年  月  日に交付した助成事業に係る助成金について、留萌市まちなか

居住応援助成金交付要綱第１８条の規定により助成金の返還を命じます。 

 

記 

 

１ 返還の理由 

 

２ 交付済みの助成金の額              円 

 

３ 返還すべき助成金の額              円 

 

４ 返還金の支払期限          年  月  日 

 

 

 

 

 

 (注)１ 返還金は、納入通知書により支払期限までに返還すること。 

   ２ 返還金を支払期限までに納付しないときは、支払期限の翌日から返還の日までの期間に

応じ、留萌市債権管理条例（平成21年留萌市条例第14号）第５条の規定による率を乗じて

計算した延滞金を徴収する。 

 


